
決算報告書（令和７事業年度）

独立行政法人勤労者退職金共済機構

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収　　入 455,026 458,152 3,127 61,879 61,688 △191

運営費交付金収入 － － － － － －

国庫補助金収入 6,145 5,188 △957 国庫補助金収入の減 1,326 1,203 △122

業務収入 445,804 450,484 4,680 59,998 60,041 43

掛金等収入 424,650 427,450 2,800 56,839 56,690 △149

運用収入等 21,154 23,034 1,880 3,159 3,351 192

勤労者財産形成促進業務収入 － － － － － －

雇用促進融資業務収入 － － － － － －

業務外収入 － 35 35
過年度支給の退職金等の取
消

44 35 △9
大手から中小へ移行に伴う
証紙交換等の減

－ － － 496 406 △90 受入件数の減

2,625 2,342 △283 受入件数の減 － － －

2 4 2 受入単価の増 0 － △0

450 99 △351 受入件数の減 15 3 △12 受入件数の減

支　　出 515,375 442,429 △72,946 76,213 67,069 △9,144

退職給付金等 499,420 426,850 △72,569 支給件数の減 68,162 60,520 △7,642 支給件数の減

業務経費 13,555 12,006 △1,549 4,721 3,278 △1,443

退職金共済事業関係経費 10,996 9,442 △1,554 管理諸費の減 4,580 3,243 △1,338 管理諸費の減

運用費用等 2,559 2,564 6 140 35 △105 返還掛金の減

勤労者財産形成促進業務経費 － － － － － －

雇用促進融資業務経費 － － － － － －

43 1,356 1,313 システム設置費用による増 30 222 192
システム設置費用等による
増

1,856 1,809 △47 657 702 45

－ － － 2,625 2,342 △283 繰入件数の減

496 406 △90 繰入件数の減 － － －

0 － △0 繰入件数の減 0 － △0

6 2 △4 繰入件数の減 18 4 △14 繰入件数の減林業退職金共済事業等勘定へ繰入

一般管理費

人件費

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

区　　分
一般の中小企業退職金共済事業

一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

建設業退職金共済事業等勘定より受入

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

林業退職金共済事業等勘定より受入

建設業退職金共済事業



決算報告書（令和７事業年度）

独立行政法人勤労者退職金共済機構

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収　　入 70 68 △2 1,454 1,455 2

運営費交付金収入 － － － － － －

国庫補助金収入 18 17 △1 70 66 △4

業務収入 52 51 △0 1,359 1,383 24

掛金等収入 38 37 △1 1,326 1,347 21

運用収入等 14 14 0 33 36 3

勤労者財産形成促進業務収入 － － － － － －

雇用促進融資業務収入 － － － － － －

業務外収入 0 － △0 0 － △0

0 － △0 6 2 △4 受入件数の減

0 － △0 18 4 △14 受入件数の減

－ － － 0 － △0

0 － △0 － － －

支　　出 235 178 △57 2,071 1,671 △400

退職給付金等 122 94 △28 支給件数の減 1,480 1,452 △28

業務経費 49 32 △18 79 65 △14

退職金共済事業関係経費 49 32 △18 管理諸費の減 69 57 △11 経費節減による減

運用費用等 0 － △0 10 8 △2 返還掛金の減

勤労者財産形成促進業務経費 － － － － － －

雇用促進融資業務経費 － － － － － －

1 4 3
器具・備品設置費用等によ
る増

0 2 2
器具・備品設置費用等によ
る増

61 44 △17 職員給与等の減 47 49 2

2 4 2 繰入件数の増 450 99 △351 繰入件数の減

0 － △0 15 3 △12 繰入件数の減

－ － － 0 － △0

0 － △0 － － －

清酒製造業退職金共済事業 林業退職金共済事業

林業退職金共済事業等勘定へ繰入

一般管理費

人件費

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

区　　分

一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

建設業退職金共済事業等勘定より受入

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

林業退職金共済事業等勘定より受入



決算報告書（令和７事業年度）

独立行政法人勤労者退職金共済機構

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

収　　入 109,272 91,217 △18,055 119 137 18

運営費交付金収入 － － － 27 27 －

国庫補助金収入 － － － 44 44 －

業務収入 109,271 91,203 △18,067 47 65 18

掛金等収入 － － － － － －

運用収入等 － － － － － －

勤労者財産形成促進業務収入 109,271 91,203 △18,067
新規貸付の減による資金調
達の減

－ － －

雇用促進融資業務収入 － － － 47 65 18 回収金収入の増

業務外収入 2 13 12 余裕金運用益の増 － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

支　　出 109,271 91,974 △17,296 72 61 △10

退職給付金等 － － － － － －

業務経費 108,878 91,679 △17,200 44 36 △8

退職金共済事業関係経費 － － － － － －

運用費用等 － － － － － －

勤労者財産形成促進業務経費 108,878 91,679 △17,200 新規貸付の減 － － －

雇用促進融資業務経費 － － － 44 36 △8 回収方針の見直しによる減

137 78 △59 経費節減による減 11 10 △1

256 218 △38 職員給与等の減 16 15 △1

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

財産形成促進事業 雇用促進融資事業
区　　分

一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

建設業退職金共済事業等勘定より受入

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

林業退職金共済事業等勘定へ繰入

一般管理費

人件費

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

林業退職金共済事業等勘定より受入



決算報告書（令和７事業年度）

独立行政法人勤労者退職金共済機構 (単位：百万円)

予算額 決算額 差額 備考

収　　入 627,819 612,717 △15,102

運営費交付金収入 27 27 －

国庫補助金収入 7,603 6,518 △1,085

業務収入 616,531 603,228 △13,303

掛金等収入 482,854 485,525 2,670

運用収入等 24,359 26,435 2,076

勤労者財産形成促進業務収入 109,271 91,203 △18,067

雇用促進融資業務収入 47 65 18

業務外収入 46 83 37

502 408 △94

2,643 2,346 △297

2 4 2

465 102 △363

支　　出 703,237 603,382 △99,854

退職給付金等 569,184 488,917 △80,267

業務経費 127,326 107,096 △20,230

退職金共済事業関係経費 15,694 12,774 △2,921

運用費用等 2,709 2,607 △102

勤労者財産形成促進業務経費 108,878 91,679 △17,200

雇用促進融資業務経費 44 36 △8

222 1,672 1,450

2,893 2,837 △56

3,077 2,446 △631

511 409 △102

0 － △0

24 6 △18

(注）損益計算書の計上額と決算額の相違点
（１）「運営費交付金収入」の決算額は運営費交付金の受入額としております。
（２）「国庫補助金収入」の決算額は国庫補助金の受入額としております。
（３）「運用収入等」「運用費用等」の決算額には金銭信託等の評価損益が含まれておりません。
（４）「勤労者財産形成促進業務収入」の決算額には債券発行等による資金調達額及び貸付金の回収額が含まれております。
（５）「雇用促進融資業務収入」の決算額には貸付金の回収額が含まれております。
（６）「業務経費」「一般管理費」の決算額には減価償却費を除き有形固定資産購入額が含まれております。
（７）「勤労者財産形成促進業務経費」の決算額には減価償却費を除き債券償還等の借入金の返済額及び貸付金の貸付額が含まれております。
（８）「人件費」の決算額には退職給付費用の一部に計上している企業年金基金掛金と退職手当金が含まれております。
（９）決算額には、支払備金及び責任準備金の繰入・戻入は含まれておりません。

一般の中小企業退職金共済事業等勘定へ繰入

建設業退職金共済事業等勘定へ繰入

清酒製造業退職金共済事業等勘定へ繰入

林業退職金共済事業等勘定へ繰入

合計
区　　分

一般の中小企業退職金共済事業等勘定より受入

建設業退職金共済事業等勘定より受入

清酒製造業退職金共済事業等勘定より受入

林業退職金共済事業等勘定より受入

一般管理費

人件費


